
地質環境の長期安定性研究検討委員会 第11回（平成25年3月11日）

地層処分の研究開発を取り巻く状況

独立行政法人 日本原子力研究開発機構

地層処分研究開発部門

資料 ２

原子力政策の見直し（１）

原子力委員会：原子力政策大綱の見直し

H22.11.30 現行（H17年に策定）の原子力政策大綱を見直し，新大綱を策定することを決定

H22.12.21 新大綱策定会議での検討開始

H23. 3.11 東日本大震災

H23. 4. 5 検討を中断

H23. 8.30 検討を再開

・原子力発電や核燃料サイクルのコスト評価 ⇒ エネルギー・環境会議へ報告

H24. 6月～ 検討を中断（運営方法等の見直し）

H24. 9.14 エネルギー・環境会議が『革新的エネルギー・環境戦略』を提示

H24.10. 2 原子力政策大綱の策定を中止（1956年以来）
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原子力政策の見直し（２）

エネルギー・環境会議

H23. 6.22 第１回エネルギー・環境会議開催

H24. 6.29 エネルギー・環境に関する選択肢の提示

３つのシナリオ（原発比率）：ゼロ，15％，20～25％

⇒ 国民的議論（意見聴取会，パブコメ，討論型世論調査など）

H24. 9.14 革新的エネルギー・環境戦略を提示

 2030年代に原発稼働ゼロを可能とするよう，あらゆる政策資源を投入する。

⇒原発40年運転制限制を厳格に適用，原子力規制委員会が安全確認したもののみ再稼働，新設・増設しない。

 以下の内容を盛り込んだ新たな原子力政策を，エネルギー・環境会議の場を中心として確立する。

・従来の方針に従い再処理事業に取り組む。

・直接処分の研究に着手する。

・もんじゅは，成果の取りまとめ，廃棄物の減容・有害度の低減等を目指した研究を行って終了。

・廃棄物の減容・有害度の低減等を目的とした使用済核燃料の処理技術，専焼炉等の研究開発を推進。

・バックエンドに関する事業については，民間任せにせず，国も責任を持つ。

・直接処分，中間貯蔵，最終処分場の問題について，国が関係自治体や電力消費地域と協議を行う。

・人材・技術の維持・強化，国際社会との連携，立地地域対策の強化，原子力事業体制の明確化など

 原子力委員会については，組織の廃止・改編も含めて抜本的に見直す。
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：政府の国家戦略会議（旧，新成長戦略実現会議）の分科会

安倍内閣により廃止

閣議決定：戦略を踏まえて・・・遂行する。

原子力政策の見直し（３）

総合資源エネルギー調査会

 エネルギー基本計画（現行：H22.6）の見直し

・基本問題委員会（第1回：H23.10.3～第33回：H24.11.14）
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原子力委員会

 今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解） H24.12.18

・日本学術会議の提言に対する見解

 国民の信頼醸成に向けた取組について（見解） H24.12.25

・国や事業者が原子力に関する取組を進めるに当たって考慮すべき基本的要件を確認

（説明責任，正確な情報の開示，透明性・公正性と決定過程への国民参加，わかりやすい説明）

 今後の原子力研究開発の在り方について（見解） H24.12.25

・研究炉や福島第一原発の使用済燃料などの対策として，使用済燃料の直接処分についての研究
開発を進めるべき。

12/31，1/5に全委員任期満了⇒後任者が任命されるまで自動延長



安全規制体制の見直し

原子力規制委員会設置法（H24.6.20成立，6.27公布）

 環境省の外局として，原子力規制委員会を設置

・国家行政組織法3条2項に基づく三条委員会（行政委員会）＝内閣からの独立性

・国民の生命，健康及び財産の保護，環境の保全並びに我が国の安全保障に資するため，原子力利用
における安全の確保を図ることを任務とする。

・原子力安全委員会及び原子力安全・保安院などの事務を一元化

 原子力規制委員会の事務局として原子力規制庁を設置

・全職員に，原子力推進官庁との間のノーリターンルールを適用

 原子力安全基盤機構（JNES）を可能な限り速やかに廃止

原子力規制委員会発足（H24.9.19）⇒ 国会同意（H25.2.15）

田中 俊一（委員長）：原子炉工学，元原子力研究所，元原子力委員会委員長代理

島﨑 邦彦（委員長代理）：地震学，東大名誉教授

更田 豊志（委員）：原子炉安全工学・核燃料工学，日本原子力研究開発機構

中村 佳代子（委員）：放射線医学，日本アイソトープ協会

大島 賢三（委員）：外交官，元国連大使・国連事務次長

 発電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討（H25.2.6骨子案 ⇒ H25.7までに策定）

 原子力発電所敷地内破砕帯の調査（大飯，敦賀，東通 ⇒ 志賀，美浜，もんじゅ）
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日本学術会議の提言

H22. 9. 7 原子力委員会が日本学術会議に対して審議＆提言を依頼

・高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組みについての国民への説明や情報提供のあり方
（処分地選定に向けた地域への説明やNUMOの技術報告の役割についての意見を含む）

H22. 9.16 第21期課題別委員会「高レベル放射性廃棄物の処分に関する検討委員会」を設置
（～H23.9月末）

H23. 3.11 東日本大震災

⇒審議の記録を中間報告書として作成し，次期に審議を継承

H23.11.16 第22期課題別委員会「高レベル放射性廃棄物の処分に関する検討委員会」を設置

H24. 9.11 原子力委員会へ回答「高レベル放射性廃棄物の処分について」

①高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策の抜本的見直し：説明の仕方ではなく根源的な問題

②科学・技術的能力の限界の認識と科学的自律性の確保：大震災の経験，認識共同体

③暫定保管および総量管理を柱とした政策枠組みの再構築：大局（原子力政策）についての国民的合意が
不十分なまま，個別問題（処分地選定）が先行

④負担の公平性に対する説得力ある政策決定手続きの必要性：受益圏と受苦圏，金銭的誘導ではない手段

⑤討論の場の設置による多段階合意形成の手続きの必要性：様々なステークホルダーの参加，第三者による
コーディネート⇒大局的政策についての合意形成を経て，処分地選定についての合意形成へ

⑥問題解決には長期的な粘り強い取り組みが必要であることへの認識：学校教育など

H24.12. 2 学術フォーラム「高レベル放射性廃棄物の処分を巡って」
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原子力委員会の見解

今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解） H24.12.18

原子力委員会 高レベル放射性廃棄物処分懇談会の報告書「高レベル放射性廃棄物処分に向けて
の基本的考え方について」（H10.5）の提言内容

①現世代の責務 ②現在の科学的知見と将来予見できないことへの対応
③技術的要件のみならず社会的受容性への対応 ④立地地域とそれ以外の地域の社会経済的公平性
⑤国のチェック機能

処分懇の報告書の提言内容を今一度思い起こし，最新の科学的知見の反映や国民との認識共有な
どの取組が不足していた根本原因を分析して，政府の「基本方針」や取組，及び実施主体のガバ
ナンスの在り方などを謙虚に見直し，「回答」から汲み取った教訓を十分に活かして企画・推進
すべきあると考える。

その際には以下のことに特に留意すべきである。

①処分すべき高レベル放射性廃棄物の量と特性を原子力・核燃料サイクル政策と一体で明らかにする
⇒核燃料サイクルの取組と，放射性廃棄物の形態や処分場の規模との関係（選択肢）を整理し，国民に説明していくべき

②地球科学分野の最新の知見を反映して地層処分の実施可能性について調査研究し，その成果を国民と共有
⇒定期的に最新の知見で選択・取組みを評価し，その時々の国民と判断を共有する取組を，体制を再構築して進めるべき

③暫定保管の必要性と意義の議論を踏まえて取組の改良・改善を図る
⇒慎重な段階的アプローチを採用することとしてきたはずであるが、「暫定保管」の考え方が提案されたことは、このことが
必ずしもそれが自明ではなかったことを強く示唆するものと重く受け止めるべき

⇒提案の意義を十分に評価して，取組の改良・改善を図っていくべき

④処分に係る技術と処分場の選択の過程を社会と共有する仕組みを整備
⇒学界や国民の声を踏まえて，監査し助言を行う第三者組織を，きちんと機能させる強い決意をもって整備すべき

⑤国が前面に出て再構築に取り組む⇒基本方針を見直し，法・制度の見直しを含めた取組の再構築作業を開始すべき
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原子力機構の中期目標・中期計画（第2期：H22年度～H26年度）

 H24.3.19 中期目標変更指示，3.30 中期計画変更認可

・福島第一原子力発電所事故への対処に係る研究開発を追加

(1) 廃止措置等に向けた研究開発

(2) 環境汚染への対処に係る研究開発

・福島対応や原子力政策見直し等に伴い実施を見送っている取組に関する中期

計画については，原子力政策の見直しの議論の結果を踏まえて見直す。

・重大な事故が起こらないようにするための研究開発などに関する中期計画に

ついても，関係行政機関における議論や事業者等の要望を踏まえて見直す。

今後の研究開発 7

遠隔操作技術室
福島技術本部

企画調整部

復旧技術部

福島環境安全センター


